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公共工事において工事の遅延や費用の増加等につながるリスクを受発注者が適切に管理す

ることは重要なこ とである。本研究においては、まず、2007年 度に国土交通省 関東地方整

備 局で実施 した受注者 アンケー トをもとに、 リスク管理 に関す る現状認識 として、(1)変

更請負金額に関す る課題 、(2)工 事実施に必要な条件整備 に関する課題、(3)協 議手続き及

び発注者側職員等 に関する課題に大別 して整理 した。その課題整理をもとに、背景にある

基本的課題 として、(1)リ スク管理に関す る受発注者 の責任分担のあいまい さ、(2)契 約

の運用における片務的要素、(3)リ スク管理 に関す る受発注者の体制、について詳細に検

討す るとともに、現行制度のもとで課題 を解決す るために行われてきた施策を レビュー し

た上で、制度 自体に内在す る抜本的問題 として(1)紛 争処理、(2)監 督 の位置づけ、(3)予

定価格について方向性の示唆 も含 めた考察 を行った。

【キーワー ド】公共工事、 リスク管理、紛争処理、監督検査

1.研 究の 目的

建設 工事は現地一品生産であること、工事期間が

長期 に及ぶこと等か ら様 々な不確定要素があり、当

初か らの予定通 りに進捗す ることはまれである。 こ

のため、 リスク管理が適切になされ るか否かにより

結果が大きく異な り、失敗す ると工事の遅延、費用

の増加等を招 くこととなる。 「設計 ・施工一括発注

方式導入検討委員会」報告書(2003年3月)に お

いては、 リスクを 「発注後 に顕在化す ることによ り

工事費(含 む設計費)増 加及び工期延長 を招 く様々

な不確定要因」 と定義 し、 リスクが発生す る可能性

のある要因の事例をまとめてい る(表-1)。

リスク管理に関 しては受発注者がそれぞれの責任

において対処す ることとそのための費用負担が適正

にな され ることが重要である。 これまで公共建設工

事におけるリスク管理の研究 としてはPFIや デザイ

ンビル ドなど新たな事業手法を対象 とし、諸外国の

制度研究や我が国での適用 に関す る研究は多 く行わ

れている。一方、公共工事の現場で実際に発生 して

いる リスク管理に関する課題 を対象 とした研究はほ

とん ど行われてこなかった。それは、従来の指名競

争 を基本 とした入札方式にお ける受発注者間の関係

(発注者は信頼できる相手 として指名、受注者は次

の指名 を意識)に おいては個 々の現場の課題が顕在

化 しにくかったこ とにもよると思 われ るが、近年、

一般競争入札の導入 により受発注者間の関係が変化
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表-1リ スクが発生する可能性のある要因の事例

してお り、現場の リスク管理に関す る制度やその運

用は今後の重要な課題 と考えられる。

本研 究においてはまず リス ク管理 に関す る研 究 と

して現場の実態 を押 さえてお くことが基本である と

考 え、関東地方整備局が実施 した受注者ア ンケー ト

を整理、分析 す ることによ り実態 を把握す るととも

に、その背景にある基本的な課題 について考察す る。

2.受 注者アンケートの整理

国土交通省 関東地方整備 局では毎年定例で管内9

都県(茨 城 、栃木、群馬、埼 玉、千葉 、東京、神奈

川 、山梨、長野)の 建設業協会 との意見交換会を実

施 しているが、2007年 度は会議に先立ち5月 に協会

会員へ のア ンケー トを実施 した。 アンケー トは各協

会からそれぞれの会員20社 程度に配布 し、6項 目の

設 問(1)一 般競争入札 において参加 できない理由、

(2)工事希望型競争入札 の技術資料提 出依頼 に対す る

辞退状況、(3)入札契約手続 きに関す る改善要望、(4)

工事書類 の簡素化 に関す る意見、(6)設計変更等に関

す る事務手続 きに関す る意見、(6)その他改善すべき

事項)に ついて 自由記入 で意見 を求 めるものであ る。

会社名 は無記入で有資格者名簿の主要工種 ランクの

み記入す ることとしている。

回答は144社(一 般 土木Aラ ンク7社 、Bラ ンク

20社 、Cラ ンク97社 、Dラ ンク3社 、その他(ラ ン

ク不明)17社)か ら得 られ、全項 目ではのべ1,070

件の意見が出 された。

ア ンケー トは会議の席 上では発言 しにくい本音 を

匿名 の形で引き出 し、会議 自体 を活性化す る意図で

行 った ものであ る。 「発注者 に対す る意見で遠慮が

―182―



ある」 、逆 に 「匿名 で あるた め誇 張 した表現 にな

る」な ど事実が正確 に表現 されてい るか とい う問題

はあ るが、都県 による差異 があま り見 られず同様 の

意見が出ている傾 向があ り、国土交通省発注工事に

関す る受発注者 間の課題 を受注者サイ ドで どの よ う

に とらえているかが十分に反映 され た もの と考 えら

れる。

本論文で は、 この うち 「(5)設計変更等 に関す る改

善意見等」 の180件 の意見及び 「(6)その他改善すべ

き事項」の174件 の意見か ら設計変更や現場での協

議 手続 きに関連す る意見を抽 出 ・整理 し、工事の現

場における リスク管理に関す る課題 を明 らかにす る。

さらに課題の解決 に向けた施策の方 向性 を現行制

度の運用 の改善 とい う視点 と制度の抜本的見直 しの

視 点か ら考察す る。ア ンケー トの 中で上記 に該 当す

る意見は、(1)変 更請負金額に関す る意見、(2)工 事

実施 に必要 な条件整備 に関す る意見、(3)協 議手続き

及び発 注者側職員等 に関す る意見に大別 できるが、

趣 旨が不明の意見等 を除いて代表的な ものを抽出 し

たのが表-2～4で ある。(な お、ア ンケー トの意

見 を基本 的には原文 どお り掲載 したが、長文の意見

の一部省略 と明 らかな誤字の修正は行 った。)

以下では、意見 をもとにそれぞれの課題 について

論考ず る。 なお 、文 中の()書 き内は契約書(公

共工事標 準請負契約約款)及 び土木工事共通仕様 書

に規定 されている該当条項 を示 している。

(契-○-○):契 約書第○条第○項

(共-○-〇-○):土 木 工事共通仕様書第1編

共通編○-○-〇

(1)変 更請負金額 に関する課題

a)測 量 ・設計費用

アンケー トで は、 「設計照査 として過度 な測量や

設計 を強い られ る」、 「概 略発注で あるのに詳細設

計の費用 が支払われない」 との指摘がある。

請負者 は設計図書の照査 は 自らの負担で行 うこ と

とされてお り(共-1-1-3)、 その費用については

契約金額に見込 まれ てい る(共 通仮設費)。 設計図

書の照査の範 囲を超 えた作業 を実施す る場合 は変更

の対象 とされ る。概略発注の場合 は共通仮設費 の率

計上分ではな く詳細設計付 き発 注 として 当初か ら測

量設計費を計上 してお くべきである。

現実には、実施 した作業が照査の範囲か どうか、

表一2変 更請負金額に関する意見

(設計費)

○設計照査業務 と変更設計業務の範囲を明確に して頂

きたい。

○概略設計で工事が発注になり受注してから詳細設計

を受注者が行 うことが多いが、詳細設計について設計

料を明確に受注者側に算入 して欲 しい。

○当初発注図面が概算数量な為、受注者側で測量、設

計、数量算出、図面作成まで行っている、変更時に測

量費、設計費の計上を考えてもらいたい。

○工事着手前に行なう設計照査ですが、設計数量の確

認及び図面のチ ェックのみな らず、構造計算の妥当

性、確認まで実施 しており、現状では設計会社に発注

し高額な支出となっています。

(仮設 ・交通誘導員・施工方法)

○仮設の敷き鉄板、交通誘導員等においても精算変更

していただきたい。

○道路工事は仮設内容が明示されている事が多いが、

河川工事については仮設内容を明示 していただけない

場合が多い。そして、受注後に仮設工の変更資料を作

成 して協議 しても、任意仮設だからという理由で変更

を認めてもらえません。

○実施工に要 した仮設(足 場 ・仮橋等)の 設計変更を

行うべき。(足 場に関 しては、地上2m以 上から計上

されるが、実際の現場施工ではそれ以下の高さでも設

置するように指摘されており、矛盾 している。)

○仮設及び安全費(交 通誘導員)の 変更に当たって実

態を重視 して欲 しい。

O土 運搬工事の場合交差点に配置 した交通誘導員は稼

働日の月曜か ら金曜までで土日に作業をして配置 して

も対象外と言われた。

○警察協議の結果や地元要望に応えての施工時間短縮

や道路規制形態により、かかった費用は請負者に負担

させない。

(口頭指示)

Ｏ指示書を出さずに、口頭で変更を指示 して、設計変

更を認めてもらえないことがある。

○口答で先行指示するのではな く、書面による先行指

示を徹底 して頂きたい。

Ｏ出先現場担当者は明確に口頭指示 しているにもかか

わ らず、管理部署(工 務課)で は変更計上 しないとい

うような事をなくして欲 しい。
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Ｏ協議の発議に対 して回答が遅い場合が多い。先行指

示が正式文書として出ていないうちに施工せざるを得

ない状況があり、変更契約まで工事内容が明確になさ

れないので、各工事毎に特異な状況 を考慮せず、一般

的な積算基準で評価するのは受注者の負担が増加する

傾向が強 く、結果的にサー ビスエ事扱いにされて しま

うことが多々ある。

(工事中止、工期延伸)

○設計業者の不適切により工事中止 となった場合は、

工事中止期間中の費用等を弁済 していただきたい。

○契約 した工事が受注者の責任以外の理由で長期間着

手できずに工期がのびる場合が多 くあります。専任で

配置 している技術者の経費を考慮 して工事変更の契約

に反映 して頂きたい。

Ｏ当初の契約工期から約1年 程度伸びるのが常識にな

っているが、工期延伸分の経費を見て欲 しい。

(変更単価)

○役所積算単価と業者積算単価に相違があるため、工

事施工前に事前に単価あわせを行っていただくと、設

計変更時に双方が納得いく変更になるのではないか?

○最後に工事を追加されて しまう。厳 しい単価で受注

している状態でそういう状況で工事を押 しつけられて

困っています。

(部署による見解の相違)

○出張所で細密に打合せを行った打合せ簿を取り交わ

しても事務所で変更を見てもらえないことがある。

(その場合でも、変更にかかる数量調書や図面を作成

している。)

○監督官が承認 した協議について後で取 り消されるこ

とがある。

○協議に対する変更対象の有無が曖昧だった り、変更

契約時点(局 審査)で 覆る場合がある。

○同ー事務所内においても、担当者により設計変更の

見方に違いがあり、また、出張所→工務課、工事課→

工務課等における見解の相違があるため、金額に差が

出て しまう。設計変更については見解を統一 して頂き

たい。

特 に、概 略的な設計 での発注や設計 図書の完成度が

十分でない場合 の設計費用 について受発注者 の見解

が分かれ るケースが相 当あるもの と思われる。

b)仮 設 ・交通誘導員 ・施 工方法

ア ンケー トで は、 「工法変更や交通誘導員の増員

な どについて任意仮設である ことを理 由に変更が認

め られない」 との趣 旨の指摘 が各種ケースで出 され

ている。

仮設 、施工方法等の工事 目的物 を完成す るた めに

必要な手段 は基本的 に請負者 の責任 で定めるこ とと

されてい る(契-1-2)。 いわゆる自主施工原則で

あ り、指定仮設 な ど設計図書 に定 めがあ るもの を変

更す る場合 を除き契約変更の対象 にな らない。ただ

し、設計図書に誤謬等の不備 がある場合 、設計図書

に明示 した施 工条件が実際の工事現場 と一致 しない

場合、明示 していない施工条件 について予期 しない

特別 な状態が生 じた場合 には変更対象にな るとされ

てい る(契-18-1～5)。

ア ンケー トでは個別事情がわか らないが、当初か

ら変 更 して施工 した部分が受発注者 の どちらが責任

を負 うべ きか に関 して双方の見解 が分かれ ることが

多い ものと思われ る。

c)口 頭指示による施工にかかる費用

アンケー トでは、 「口頭指示によって施工せ ざる

を得 なか った工事 につ いて変 更が認 め られ なか っ

た」 との指摘がある。

仕様書では監督員 か らの指示は書面で行 うことと

し、緊急的 に 口頭で指示 を行 った場合 で も後 日書面

で双方が確認することとされている(共-1-1-6)。

口頭 で告 げた行為が指示 であるか協議 に対す る承

諾で あるかが曖昧 であった り、書面確認 までに時間

がかか る場合 な ど、口頭指示 によって施 工が進 めら

れ後 になって解釈 に相 違を来す ケースが実際 にある

ためア ンケー トのよ うな指摘 が出 されているもの と

思われ るが、本来 、現場における受発注者 のや りと

りは同 日中に確認 し文書化す る等の整理が必要で あ

る。

d)工 事中止、工期延長に伴 う費用

ア ンケー トでは、 「工事の中止等 による工期延長

の場合 に掛 かった費 用 が変 更 で十分 に認 め られ な

い」 との指摘 がある。

何 らかの理 由によ り工事の全部 また は一部 中止が

あった場合、受注者 の責任 による場合 を除いて増加

費用があれば変更対象 となる(契-20-3)と されて

いる。

技術者 の人件費や現場の安全対策 な ど増加す る費
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表-3工 事実施に必要な条件整備に関する意見

(設計図書)

○発注後再設計がよくあるため、工事着手が遅れ、工

期の延期にな り、経費が掛かっていく。当初設計をよ

り確実なものにて発注していただきたい。

○現場着工前に設計照査を行いますが、実際には設計

の実施と同 じであり、受注後2～3ヶ 月は着工できま

せん。

○図面や設計書の完成度が低い感じが うかがえる。

(用地、地元対策、関係機関協議)

○用地交渉ができていない工事等は発注すべきではな

い。

○工事受注後に施工業者が地元対策、設計業務等をす

る場合があり、それにかかる諸費用、工期負担が多大

な負担となっています。設計(発 注)段 階で全て準備

し、それらの業務は発注者が行 うよう要望 します。

○支障物件等について、請負業者が速やかに工事着手

出来るよう発注前に処理 して頂きたい、

○工事受注後、行政間の調整等で工事着手ができない

期間が長引き、その中止期間に見合った工期延長が認

めてもらえず、突貫工事になった事例があった。

用の多 くが官側 の積算にお いては現場管理費、共通

仮設費 として直接工事費に対す る率で計上 されてい

るた め工期 の延長 による増加費用の見積 も りが困難

で あるな どの課題があ るが、条件 を明示 した うえで、

発注者 に帰す る責任 による増加費用 を適正に支払 え

る仕組みが必要である。

e)変 更単価

ア ンケー トでは、契約 変更の場 合の請負代金額 の

単価決定についての不満が示 されている。

請負代金額 の変更は受発 注者 が協議 して定め、協

議 が整わない場合 には発注者が定めるこ ととされ て

いる(契-24-1)。

発注者側 の変更代金 は予定価格 の積算 に用いた単

価 に落札率 を乗 じた ものをべースに見積 もることが

通常であ り、受注者側 の見積 も りと乖離す る場合 が

あ る。数量 の増減 による変更 の場合 はまだ しも新 工

種について も同 じ手法(落 札率 を乗 じる)で 行われ

てい ることな どが特に受注者 に不満が残 る結果 とな

っている。

f)部 署による見解の相違

アンケー トでは、 「発注者内で部署によって協議

事項等についての判断が異なり、特に現場での整理

が事務所等で覆ることがある」との指摘がある。

発注者側の監督員は契約の履行に関して現場での

指示、承諾、協議等の行為が委任されている(契-9

-2)が 、契約変更については地方整備局または事務

所の工事担当課が行っている。

受注者からの協議等に発注者が組織としての意志

決定を速やかに行える体制の整備等が求められるが、

現場で適正な整理が行われていないとすれば、監督

職員の資質の問題や権限委任のあり方などについて

の検討も必要である。

(2)工 事実施に必要な条件整備に関する課題

アンケー トでは、設計図書、用地確保、地元や関

係機関との協議などについて契約時点で発注者の準

備が不十分であるとの指摘がある。

a)設計図書

緊急性等の理由で準備が十分整わず概略的な設計

で発注する場合や設計業務の成果に不備がある場合

は、工事着手に先だって設計図書の照査や手直しに

労力と時間を要し受注者の負担が増すとともに、工

事の進捗や採算性を悪化させる要因となる。

受注者は入札前に設計図書に疑義がある場合に説

明を求めることができる(競 争入札心得等)が 、業

者によっては十分な吟味を行わず契約に至る場合も

あると思われる。また、発注者も概略、概数的な発

注をせざるを得ない場合には、条件確定の手続き、

費用の計上、契約の適正な見直しを行うことが前提

でなければならない。

b)用 地、地元対策、関係機関協議

設計図書の不備等と同様に事前の準備が不十分な

まま発注される場合があり、工事着手の遅延、一時

中止、工法等の変更など工事の円滑な実施に支障を

来す要因になる。

用地の確保については契約上明確に発注者の責任

であるとされている(契-16-1)が 、その他の各種

調整については、自主施工原則に基づき請負者が工

事管理の範疇で実施すべきか、発注者(も しくは事

業者)の 立場で実施すべきか、必ず しも明確に線引

きされていないのが実状であり、契約時点で整理し

明確な条件化を行うことが求められる。
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表-4協 議手続き及び発注者側職員等に関する意見

(協議期間等)

○出張所と事務所の連携が悪い同 じことを双方に説明

しなければな らないのが、現状であり、時間 ・書類に

無駄を要する。

○事務所内及び事務所か ら局に説明するための資料作

成に多大な労力時間がかかるので、改善 して頂 きた

い。

○設計変更協議に多大な時間を要するため、急 ぐ工種

については、やむを得ず承諾 して施工せ ざるを得ない

ので迅速に決定 して頂きたい。

○工事施工においては実質的に出張所 との業務のや り

取 りになるが、設計変更に関 しては事務所との打合せ

業務 となる。変更業務においては出張所経 由となる

が、事務所の担当者とダイレク トに打合せできるよう

要望。

(発注者側の職員)

○発注者の担当者が、現場を把握 していないことが多

い

○設計変更になるのは、 「発注者からの指示」、 「発

注者と受注者 との協議」による2通 りあるが、書類手

間が大量になるのは、後者のほうである。発注者がも

っと現場を把握すれば、 「指示」による設計変更の割

合が増え、設計変更に関わる事務も減少すると思 う。

○監督員が忙 しくて打合せがす ぐに出来ない→時間外

労働を強いられる。

(3)協 議手続き、発注者側職員等に関する課題

a)協 議期間等

協議 に時間 と手間が掛 かるとい うことが、ア ンケ

ー トにお ける指摘である
。

協議 の内容 によっては調査検討 に時間を要す るも

のが あるが、受発注者 間や発注者内部での コミュニ

ケー シ ョン不 足、担 当者 の判断力不足、多忙等 によ

る先送 り等に よ り時間が無駄 に過 ぎることもあるの

が実態である。

b)発 注者側 の職員等

アンケー トにおい ては、発注者側 の技術職員 の技

術力不足や現場臨場 の少な さについての指摘 がある。

国土交通省 の地方支分部局の技術職員数は定数 削

減 に よ り一貫 して減少 している。 一方 で、各種調整

業務等が増加 し現場の監督業務 に充て られ る人員は

さ らに減 らさざるを得 ない状況にある。 また、監督

職員 は複数 の工事 を担 当す る とともに、工事に関す

る協議 、調整等の業務 のために工事現場 に臨場でき

る時間は限 られ現場の技術力 を身につ ける環境が厳

しくなってい る。

監督職員 の員数 、技術力 ともに維持す るのが困難

な状況 にあ り、今後の監督体制のあ り方 は大 きな課

題 であろ う。

3.考 察

上記 は国土交通省直轄工事の現場 で生 じてい る課

題 であ る。 関東地方整備局 と管内9都 県 の建設業協

会 との意見交換会では このよ うな課題 について受発

注者 が共通認識 を持ち改善を図 ろ うとしてい るが、

公共工事は国、地方公 共団体、その他公共機関等多

様な発注者 がお り、それぞれ が発 注 した工事の現場

で程度の違 いこそ あれ 同様 の問題 をかかえてい るも

の と思われ る。以下では公共 工事における リスク管

理の観点か ら課題 を再整理 し、(1)で 背景にある基本

的課題 として3課 題(a,b,c)を 挙げ、(2)で 課

題 に対応 した現行制度の運用 における改善、(3)で 課

題 に関連す る制度 自体の問題について考察 した。

(1)背 景にある基本的な課題

a)リ スク管理 に関す る受発 注者 の責任分担 のあい

まい さ(課 題a)

国が直営工事 を行 っていた時代か ら請負工事 に移

行 した初期 には発 注者 の監督職員 が工事管理に大き

く関与 していたが、施 工業者の技術力 の向上 ととも

に受注者 の責任施工に移行 し、それ に伴い リス ク管

理の責任 も発注者か ら受注者 にシフ トしてい る。受

発注者 の責任分担は契約書、設計図書 、仕様書等の

契約図書に規定 されているが、実際には、設計図書

と実際の工事現場 の相違 、地元や関係機 関 との調整

等 に伴 うリスクを受発注者 の どち らが負 うべ きか判

断す ることが難 しい場合は少 な くない。 アンケー ト

の意見の背景には 『受注者 が入札契約時に負担すべ

き リスクを明示 され ないまま入札 を強い られ契約 に

至 ること、また、契約後は契約条件以上の発注者か

らの要求 を 「自主的に」実施す る ことを求め られ る

こ と、 さ らに発注者 内部 の不 手際 を負 わ され る こ

と』な どと感 じることがあるものと思われ る。
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b)契 約 の運用における片務的要素(課 題b)

建設工事 については、発注者が請負者 に対 して圧

倒的 に優位 であ る片務性 とい う社会的 ・経済的問題

が非常 に大 きい ことか ら、請負者保護、下請負者保

護 の観点か ら中央建設業審議会 が標準請負契約約款

を作成 しその実施 を各発注者 に勧告す る とい う制度

が建設業法第34条 第2項 に定められてい る。公共工

事については、1950年2月 に公共工事標準請負契約

約款 が定め られ、受発注者間の双務性 が確保 された

契約がなされ ることとなった。

例 えば、設計図書を発注者(甲)が 変 更 した場合

の請負代金額の変更については、次の契約書第19条

にあるよ うに 『必要が あると認 め られ るときは』 と

されてお り、発 注者 も しくは受注者(乙)の どち ら

かー方が変更の必要性 を認 め るのではな く、客観的

に必要 と判断 され る場合 を意味 してお り双務的な規

定である。 しか し、受発注者の見解 が相違 した とき

には双方 の力関係 か らほ とん どの場合 、発注者 の判

断に従 う結果にな ること にかる。

(設計図書の変更)

第19条 甲は、必要があると認めるときは、設計

図書の変更内容 を乙に通知 して、設計図書 を変更す

るこ とがで きる。 この場合 において、甲は、必要が

ある と認 め られ るときは工期若 しくは請負代金額 を

変更 し、又 は乙に損害 を及 ぼ した ときは必要な費用

を負担 しなければな らない。

この 『必要があ ると認 め られ るときは』 は、設 計

図書 の変 更の ほか、設 計図書 不適合 の場合 の改 造

(契-17-1)、 条件変更(契-18-5)、 工事の 中

止(契-20-3)、 発注者の請求 に よるT期 の短縮

(契-22-3)の それぞれの場合 の工期 、請負代金額

の変更に関 しても同様の表現になってい る。

また、請負代金額 の変更方法については、次の契

約書第24条 第1項 にあるように、発注者(甲)と 受

注者(乙)が 協議 して定めるが、協議 が整 わない場

合 には発注 者が定 めることと されている。

(請負代金額 の変更方法等)

第24条 請負代金額 の変更については、甲乙協議

して定める。ただ し、協議開始 の 日か ら○ 日以内に

協議 が整 わない場合 には、 甲が定め、 乙に通知す

る。

この甲乙協議 が整 わない場合 の規定 は、工期の変

更(契-23-1)、 賃金又は物価の変動 に基づ く請負

代金額の変更(ス ライ ド条項、契-25-3、7)に つ

いて も同様の表現 となっている。

契約上は双務的で あって も、運用 によっては受注

者 に不服を生 じる場合 がある。契約書第52条 建設工

事紛争審査会によるあっせん、調停、第53条 に建設

工事紛争審査会に よる仲裁に よ り解決 を図 ることが

で きることとされている。なお、建設 工事紛争審査

会の前に別の調停人を当てる場合 もある。

あっせ んは、相 対立す る当事者 に話合い の機 会 を

与 え、第三者 が双方の主張の要点 を確 かめ、相互の

誤解 を解 くな どして、紛争 を終結(和 解)に 導 こ う

とす る制度である。 また、調停 は、相対立す る当事

者 に話合いの磯会 を与 え、紛争解決 のた めの努力 を

行 って頂 き、場合 によっては調停案 を示 して、その

受諾 を勧告す ることによ り紛争 を解決 しよ うとす る

制度 である。単 に当事者間の話合 いを促すだ けでな

く、当事者 に調停案の受諾 を勧 告す る ことがで きる

点に、あっせんに対す る特色がある。

これ らに対 し、仲裁 は、 あっせ んや調停 と異な り、

和解 による解決 ではな く、第三者 に裁 判所 の判決に

代わる 「仲裁判断」を下 してもらう制度である。

しか し、後述 の とお りこれ まで は公共工事 におい

ては、あっせん、調停、仲裁 まで持 ち込まれ ること

はまれ であった。

c)リ スク管理 に関す る受発注者の体制(課 題c)

リスクへの対応 にお いては、 リスクが現れ ること

を早期 に覚知 し、受発 注者が リス クの内容や影響に

ついて認識 を共有す るとともに、迅速 に対処方法を

決定す ることが重要である.

リスクの覚知については、契約書第18条 に受発注

者 のいずれかが リスクを覚知 した場合の措置が規定

され ている。発 注者側が以前の よ うに員数的に も技

術 的にも十分な監督体制 を とることが出来た時代 に

は監督職員が現場の技術的問題 に気付 いてその場 で

的確 な指示 を行 うことな どの対応 が可能で あったが、

2.(3)b)で 述 べたよ うに現場に手厚い監督体制を

組む こ とは困難 であ り、工事 の施工に伴 うリスクは

受注者が覚知す る場合が大半であると思われる。

リス クが顕在化 した場合 の受発注者 間の認識共有、

対処方法 の決 定については監督員 の多忙化、現場臨

場の頻度減少、技術 力不足等に よ り難 しくな りつつ
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ある。発注者 と受注者の間及び発注者内部での コミ

ュニ ケーシ ョンを良 くして組織 としての意志決定が

迅速 にで きるよ うな体制 をとらない と協議 に時間が

かか りア ンケー トの意見が出 され るよ うな状況 が発

生する。

一方
、住 民意識の多様化 な どによって工事を進 め

るための周辺環境 も次第に複雑 になってきてお り、

地元や関係機 関等 との調整 や関連 工事 との調整 に伴

うリスクについては受発注者双方 がそれぞれの責任

で早期 に覚知、対処す るこ とが必要 となってきてい

る。

(2)現 行制度の運用における改善

現行の法制度 におい ても工事の リスク管理に関 し

て様 々な改善努力が行 われて きてい る。以下 にその

状況 を述べる。

a)条 件明示(課 題aに 対応)

リスク管理 における受発注者間の責任分担 とそれ

に対応 した費用負担 を確 実にす るた めには、発注者

に帰す るべき リスクについては出来 るだけ当初契約

時 に条件 を明示 し、条件が変 わった場合には、契約

変更 し増加 費用 を発注者が負担す る とい うことが原

則 である。 しか しなが ら、現実には受注者 か ら見て

十分 な条件明示がな されず、結果的 に リス クを受注

者 が負わ されている と感 じる状況 があるた め、業界

か ら改善が求め られていた。

このため、1985年1月 に建設省か ら各地方建設局

に施工条件の明示が通知 された。 さらに、1991年 、

2002年 の通達 「条件明示 について」において、工事

の設計図書 に明示すべき施 工条件(明 示項 目及び明

示事項(案))に ついて内容 の補足、追加 が行われ

充実が図 られている。

b)設 計 ・施工技術連絡会議(課 題a、cに 対応)

設計 図書 に不備 があ る場合や施工者が設計 の意 図

を理解で きない場合 な どに生ず る リスクを回避 し、

円滑な工事の実施 を図 ることを 目的 とし、発注者 と

設計者、施工者 が一 同に会す る設計 ・施工技術連絡

会議(三 者会議)が2005年 度から各地方整備局にお

いて設置 されは じめている。

連絡会議 は、まず 工事着手時点に開催 され、設 計

者 か ら施 工者へ設計意図を伝 える とともに、設計時

の現場 と現在 の現場 との違 いや設計内容 の確認等 を

行 う。確認事項 は条件明示 として扱われ ることにな

る。 さらに、工事 の進捗に応 じ、随時開催 され、設

計 図書の照査 、条件変更、新技術 ・新工法の適用等

な ど、必要な事項 について協議す ることとされてい

る。試行件数 は毎年増や してお り、発注者 、施工者

間の変更協議 が円滑になるとともに、設計者 におい

て も実際の現場の意見 を今 後の設計 に生かせ る等の

効果がある と報告 されている。

c)工 事請負 契約 にお け る設計 変更 ガイ ドライ ン

(案)及 び設計変更審査会(課 題bに 対応)

設計変更に伴 う業務 を円滑に進 めるた め、関東地

方整備局で は、 「工事請負契約 における設計変更ガ

イ ドライ ン(案)」 を2005年 度に作成 した。ガイ ド

ライ ン(案)は 設計変更における課題 と留意点 につい

て とりま とめた もので変更が可能なケー ス、不可能

なケースを例示す ることによ り、設計変 更について

受発注者 の担 当者が共通の理解 に立っ ことを期待 し

ている。

また、2005年 度 から設計変更手続 きの透明性 の確

保、迅速化 のため、副所長 を委員長 とし、事務所の

担 当課 と出張所 に加 え受注者 も参加 して、設計や工

期 の変更 に関す ることを調査審議す る 「設計変更審

査会」を各事務所に設置 している。 また、2007年8

月か らは軽微 な ものを除 き原則 として審査会で審議

す ることによ り、担 当部署 によって見解が変わる等

の変更協議 を巡 る課題 を解決 し、意志決定の迅速化、

変更契約に関す る片務性の緩和等 を図っている。

d)ワ ンデー レスポンス(課 題a、cに 対応)

現場 にお ける問題発生 に対す る迅速 な対応 として

近年 ワンデー レスポ ンスが提唱 されている。北海道

開発局や一部 の地方公 共団体 で先行的に実施 されて

いたが、2007年3月 に 「工事監督におけるワンデー

レスポンス実施要領(案)」 が策定 され、各地方整

備局で試行 が開始 された。 ワンデー レスポンスは、

受注者か らの質問、協議に対 して即 日対応 を基本 と

し、即 日回答 が困難 な場合で も回答期限 をその 日の

うちに伝 えるな ど受注者が今後の段取 りを立てやす

いよ うな対応 を行 うこ ととしている。2007年 度は全

国で約2,500件 の試行 工事を行われている。

e)総 価契約単価合意方式(課 題bに 対応)

ユニ ッ トプ ライス方式 による積算 の試行工事にお

いては総価契約単価合意方式 による契約 が実施 され

てい る。積算ユ ニ ッ トに対応 した単価 を当初契約 時
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表-5建 設工事紛争審査会の当事者類型別申請数

注:「下請負人 →元請負人」又は「元請負人→下請負人」に

は、それぞれ「第2次 下請負人→第1次 下請負人」又は

「第1次 下請負人→第2次 下請負人」等の類型を含む。

に受発注者 で合意 してお くもので、数量の増減 に対

しては合意単価 を用 いれば よいので請負代金額 の変

更協議 に関する手間を省 くことができる。

(3)制 度 自体の問題

現行制度の運用 の改善 はそれぞれ一定の効果 は期

待 できるが、(1)に 挙げた基本的な課題 を緩和す るも

のであって、抜本 的な解決 にはな り得 ない。 ここで

は制度 自体に内在す る問題 を抽出す る。

a)紛 争処理(課 題bに 対応)

3.(1)b)で 指摘 した、契約書の運用における片

務的要 素は請負代金額 な ど受発注者 の見解 が異な る

場合 で も最終的 にひ とつ の値 に決め る必要 があるた

めであ り、双務性 を確保す るた めに決 定に不服があ

る場合 には建設工事紛争審査会 によるあっせん、調

停 、仲裁 による解決方法が規定 されている。

2006年 度 に建設工事紛争審査会へ あっせん等 が申

請 された件数は中央61件 、都道府県146件 、合計

210件 であ り、当事者類型別は表 ―5の とお りである。

国等の公 共工事 の発注者 は 「法人発 注者 」に分類 さ

れてい る。請負人→法人発注者は20件 と非常に少な

い。法人発注者 の内訳は明 らかに されていないが、

多 くが民間法人 ではないか と推察 され ることか ら公

共発注者に対 して建設工事紛争審査会 に持 ち込 まれ

る事案はほとん ど無い と言 えよう。

契約書上は双務性 が確保 され ている として も、受

注者 に とっては 当該 工事で終わ りではな く今後 も工

事の受注 を希望す る立場で あ り発 注者 との対立は避

けたい と思 うのは 当然 であろ う。 さらに国、都道府

県は発注者 であることに加 え建設 業の許可権者 で も

ある。 このよ うに、受発注者の関係 は1対1で 見れ

ば片務 的 と言 える。 このため、受発注者 の見解が分

かれた場合 には、 ほとん どは発注者 の決 定を受注者

が不本意 でも受 け入れ ざるを得ない と感 じてい るの

であろ う。

しか し、一般入札競争 の適用拡大に伴 い従来指名

権 を活用 して発注者が思 うところの不良不適格業者

を排除 してきたこ とができな くなることか ら、今後

は諸外国 と同様 に受注者が発注者 に対 し様 々な要求

を突きつけるよ うになるとも考 えられる。

この よ うに、受注者 が泣 き寝入 りす るのではな く、

また、受注者 と発注者が決 定的に対立 し最終的 に建

設 工事紛争審査会 に持 ち込んで争 うとい う事態 に至

るのでもない、 よ り気楽 に相 談 し解決が図 られ るよ

うな仕組みを検討す る必要 がある。

b)監 督の位置づけ(課 題a、cに 対応)

会計法第29条 第1項 に規定 された監督の役割 は

「契約 の適正な履行 の確保」であ り、予算決算及び

会計令第101条 の3に おいて監督 の方法 と しては

「立会 い、指示その他 の適切な方法」 によることと

されている。 これは戦後、直営工事が主体 であった

時代か ら、完全 に請負 工事化 した現在 に至 るまで変

わ っていない。 しか し、建設業者 の技術力 が増すに

つれ発 注者側 の監督員 が受注者 を指導 しなが ら工事

を進め るといった形か ら、現場の施工につ いては受

注者 に任せ(責 任施工)、 監督員は会計法 の規定 ど

お りに専 ら履行の確認 のみ を行 うとい う形 に変わっ

て きてい る。 この よ うな流れ において、工事 の施 工

に関す る リスク管理の責任 は受注者が負 うことが基

本 とな るのは当然で あろ う。 さらに、契約変更 につ

いては監督員 には委任 され てい ないため、現場のみ

で は判断 ・決定す ることが出来 ない。 直営 か ら請負

への移 行 した初期の段階では発注者の監督 は大 きな

役割 を担 っていたが、現在 では監督員の役割 は小 さ

くなって きている。元請 となる建設会社 の間でも規

模や技術力に大 きな差があるため、発 注者 の指導が

必要 な場合 もあるのは事実であるが、将来的に監督
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を どうす るか、存置の必要性 も含 め検討の時期 にき

ている。

国土交通省で は公 共工事 の品質確保 対策 として、

検査の頻度 を増 し日々の確認 も含 めた施 エプロセス

を通 じた検査 を2007年 度か ら試行 している。検査は

給付 の完了の確認(会 計法第29条 第2項)を 目的 に

実施す るものであ り、工事 目的物の受取 と代金の支

払いに直結 した責任の明確 な任務である。 この試 行

は、監督 か ら検査へ重点を移行す る試 みのひ とつで

あるといえよ う。

c)予 定価格(課 題a、bに 対応)

発注者の定 める予 定価格 は、施工に要す る費用 を

個別に積 み上 げる積算 手法 で算出 している。積算に

用い る歩掛 、単価、間接費等 は標準的な値 として取

引や現場 の実態調査等 をもとに決 められ てお り、受

注者が負 うべ き通常の リスクについて も標準的な施

工形態 の中に一応含 んでいる。例 えば、悪天候 によ

る施工不能 日の割合や建設機械の故障や修理 に伴 う

稼働 率な どについて も標 準的 なもの を見込 んだ施工

効率で算定 されている。

近年、入札公告 して も応札者がない工事が急増 し

てい る。技術者 の現場専任制 のた め工期の割 に工事

費の小 さい工事 を敬遠す る等様 々な理由がある と考

え られ るが、例 えば大都 市部 にお ける路上工事 な ど

実施段階で想 定 され る リスクが大 きい工事を忌避す

るこ とも理由のひ とつ と して考 え られ る。上 限拘束

性の ある予定価格の もとでは受注者側 でその リス ク

を見込む ととても採算が とれ ない との判 断があるも

のと推定 され る。

現行制度 のもとでは、入札前に想 定 され る リスク

を発注者 が事前 にで きるだけ詳細 に把握 し、条件明

示 を徹底す る とともに条件変更 に伴 う費用 について

は発注者 が適正 に負担す るこ とが基本 である。 しか

し、発注者側 の体制整備 とそのた めの費用 まで考慮

す ると、工事 の施工に伴 うリスクについては受注者

の責任 で処理 し、そのための費用は 当初契約金額に

含まれている とす るほ うが責任施工の流れ の中では

ふ さわ しい もの と考え られ る。 この場合 、予定価格

の上限拘束性 の扱いまで含 めた制度設 計が求 め られ

る。
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Study on risk management in public works projects
based on questionnaire data from contractors

By Naoya MATSUMOTO,Naoyoshi SATO,Seiya KINOSHITA,Yoshiaki TANAKA,Seiichiro ISHINOHACHI

It is essential for both contractors and clients to properly manage risks for cost increase due to delay in

construction and other uncertain factors in public works projects.

This study first organizes questionnaire data from contractors of MLIT Kanto Region's FY 2007 public

works projects by dividing broadly due to three types of risk-related matters: (1) alteration of contract price,

(2) field conditions necessary for undertaking construction, and (3) procedures for consultation between
contractors and clients and other problems resulting from the client side, and then, deeply analyzes the

following three basic background factors: (1) vague sharing of responsibility for risk management between

contractors and clients, (2) one-sided dispute settlement and other biased elements in the operation of the

contract, and (3) risk management system of both sides.

After reviewing the policies and measures which have been implemented to solve the problems under the

existing legal system, this study examines fundamental problems inherent in the current system by

suggesting promising directions in (1) dispute settlement, (2) field supervision, and (3) government cost

estimate.
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